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(57)【要約】
【課題】　ボイスコイルモータを用いて可動部を進退駆
動する小型化及び軽量化された光学ユニット及び内視鏡
を提供する。
【解決手段】　光学ユニット１は、少なくとも物体側固
定レンズ群Ｇｆ及び像側固定レンズ群Ｇｂのいずれか１
つを保持し、少なくとも一部が所定の軸Ｃを中心とした
筒形状の固定部２と、物体側固定レンズ群Ｇｆと像側固
定レンズ群Ｇｂの間で可動レンズ群Ｇｖを保持し、固定
部２の径方向内側に配置され、軸Ｃを中心とした筒形状
の可動部３と、固定部２に配置されたコイル１１、及び
、可動部３に配置され軸Ｃに直交する方向に磁気分極さ
れたた磁石１２、によって、可動部３を固定部２に対し
て、軸Ｃ方向に相対移動させることが可能なボイスコイ
ルモータ１０と、を備え、可動部３は、固定部２の内周
に摺動可能な可動側摺動面を有し、可動部３の軸Ｃ方向
において、可動側摺動面の最も物体側の位置から最も像
側の位置までの距離Ｌ１が、固定部２が保持する物体側
固定レンズ群Ｇｆの射出面から固定部２が保持する像側
固定レンズ群Ｇｂの入射面までの距離よりも長いことを
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも物体側固定レンズ群及び像側固定レンズ群のいずれか１つを保持し、少なく
とも一部が所定の軸を中心とした筒形状の固定部と、
　前記物体側固定レンズ群と前記像側固定レンズ群の間で可動レンズ群を保持し、前記固
定部の径方向内側に配置され、前記軸を中心とした筒形状の可動部と、
　前記固定部に配置されたコイル、及び、前記可動部に配置され前記軸に直交する方向に
磁気分極された磁石、によって、前記可動部を前記固定部に対して、前記軸方向に相対移
動させることが可能なボイスコイルモータと、
を備え、
　前記可動部は、前記固定部の内周に摺動可能な可動側摺動面を有し、
　前記可動部の前記軸方向において、前記可動側摺動面の最も物体側の位置から最も像側
の位置までの距離が、前記固定部が保持する物体側固定レンズ群の射出面から前記固定部
が保持する像側固定レンズ群の入射面までの距離よりも長い
ことを特徴とする光学ユニット。
【請求項２】
　前記固定部は、
　　前記像側固定レンズ群を保持し、固定側摺動面を有し、前記コイルが配置される固定
部本体と、
　　前記物体側固定レンズ群を保持し、前記軸を中心として前記固定部本体の物体側に取
り付けられる前枠部と、
を含む
請求項１に記載の光学ユニット。
【請求項３】
　前記固定部は、
　　前記物体側固定レンズ群を保持し、固定側摺動面を有し、前記コイルが配置される固
定部本体と、
　　前記像側固定レンズ群を保持し、前記軸を中心として前記固定部本体の像側に取り付
けられる後枠部と、
を含む
請求項１に記載の光学ユニット。
【請求項４】
　前記固定部は、
　　固定側摺動面を有し、前記コイルが配置される固定部本体と、
　　前記物体側固定レンズ群を保持し、前記軸を中心として前記固定部本体の物体側に取
り付けられる前枠部と、
　　前記像側固定レンズ群を保持し、前記軸を中心として前記固定部本体の像側に取り付
けられる後枠部と、
を含む
請求項１に記載の光学ユニット。
【請求項５】
　前記固定部は、前記物体側固定レンズ群及び前記像側固定レンズ群を保持し、固定側摺
動面を有し、前記コイルが配置される固定部本体を含む
請求項１に記載の光学ユニット。
【請求項６】
　物体側固定レンズ群を保持し、少なくとも一部が所定の軸を中心とした筒形状の固定部
と、
　前記物体側固定レンズ群の像側にある可動レンズ群を保持し、前記固定部の径方向内側
に配置され、前記軸を中心とした筒形状の可動部と、
　前記固定部に配置されたコイル、及び、前記可動部に配置され前記軸に直交する方向に
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磁気分極されたた磁石、によって、前記可動部を前記固定部に対して、前記軸方向に相対
移動させることが可能なボイスコイルモータと、
を備え、
　前記可動部は、前記固定部の内周に摺動可能な可動側摺動面を有し、
　前記可動部の前記軸方向において、前記可動側摺動面の最も物体側の位置から最も像側
の位置までの距離が、前記固定部が保持する物体側固定レンズ群の射出面から前記可動部
が保持する可動レンズ群の入射面までの距離よりも長い
ことを特徴とする光学ユニット。
【請求項７】
　前記固定部は、
　　固定側摺動面を有し、前記コイルが配置される固定部本体と、
　　前記物体側固定レンズ群を保持し、前記軸を中心として前記固定部本体の物体側に取
り付けられる前枠部と、
を含む
請求項６に記載の光学ユニット。
【請求項８】
　前記固定部は、前記物体側固定レンズ群を保持し、前記固定側摺動面を有し、前記コイ
ルが配置される固定部本体を含む
請求項６に記載の光学ユニット。
【請求項９】
　前記コイルは、前記軸を中心に巻かれている
請求項１乃至８のいずれか１つに記載の光学ユニット。
【請求項１０】
　前記固定部の前記固定側摺動面は、周方向に分割して形成される
請求項１乃至９のいずれか１つに記載の光学ユニット。
【請求項１１】
　前記磁石は、前記軸に対して対称に複数配置される
請求項１乃至１０のいずれか１つに記載の光学ユニット。
【請求項１２】
　前記磁石は、前記軸方向に隣り合う第１磁石の組と第２磁石の組とを有し、
　前記第１磁石の組は、同一の磁気分極方向を有し、
　前記第２磁石の組は、同一の磁気分極方向を有し、
　隣り合う前記第１磁石の磁気分極方向と前記第２磁石の磁気分極方向は、互いに反対方
向であって、
　前記コイルは、前記第１磁石の組に対向する第１コイルと、前記第２磁石の組に対向す
る第２コイルと、を有し、
　前記第１コイルと前記第２コイルは、電流を流した際に電流方向が反転するように接続
されている
請求項１乃至１１のいずれか１つに記載の光学ユニット。
【請求項１３】
　前記第１コイルと前記第２コイルは、前記軸方向に当接している
請求項１２に記載の光学ユニット。
【請求項１４】
　前記第１磁石と前記第２磁石は、前記軸方向に離間している
請求項１２又は１３に記載の光学ユニット。
【請求項１５】
　前記第１コイルと前記第２コイルの外周面よりも径方向外側に、前記第１磁石と前記第
２磁石の磁気を検出する磁気検出部と、
　前記磁気検出部が検出した検出値に応じて前記コイルに流れる駆動電流を制御する制御
部と、
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を備える
請求項１２乃至１４のいずれか１つに記載の光学ユニット。
【請求項１６】
　前記磁気検出部は、前記固定部に支持され、前記可動部が前記固定部に対して前記軸方
向に相対移動することによる磁気の変化を検出する
請求項１５に記載の光学ユニット。
【請求項１７】
　請求項１乃至１６のいずれか１つに記載の光学ユニットと、
　前記光学ユニットを通過した光が入射する撮像素子と、
を備えることを特徴とする内視鏡。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ボイスコイルモータを用いて可動部を進退駆動する光学ユニット及び内視鏡
に関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般に、オートフォーカス機能や電動ズーム機能を備えた光学ユニットは、フォーカシ
ング用やズーミング用の可動レンズを保持した可動部を光軸方向に進退駆動させるための
駆動装置が用いられる。この駆動装置として、従来、例えば、コイル及び磁石を用いた電
磁駆動式アクチュエータ、すなわちボイスコイルモータを利用した技術が開示されている
（特許文献１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特許第５０３１６６６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、特許文献１に記載された光学ユニットは、可動部の摺動軸に対して、ボ
イスコイルモータにより発生される推進力の作用軸がオフセットしている為、可動部が摺
動軸に対して斜めになる、いわゆるこじり、が生じやすく可動部を駆動させるために必要
な力量が大きくなってしまう。このため、高出力なボイスコイルモータが必要となり、ボ
イスコイルモータの大型化を招いてしまい、光学ユニットの小型化には不向きである。
【０００５】
　本発明にかかる実施形態は、ボイスコイルモータを用いて固定部に対して可動部を進退
駆動する小型化及び軽量化された光学ユニット及び内視鏡を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明のある態様に係る光学ユニットは、
　少なくとも物体側固定レンズ群及び像側固定レンズ群のいずれか１つを保持し、少なく
とも一部が所定の軸を中心とした筒形状の固定部と、
　前記物体側固定レンズ群と前記像側固定レンズ群の間で可動レンズ群を保持し、前記固
定部の径方向内側に配置され、前記軸を中心とした筒形状の可動部と、
　前記固定部に配置されたコイル、及び、前記可動部に配置され前記軸に直交する方向に
磁気分極された磁石、によって、前記可動部を前記固定部に対して、前記軸方向に相対移
動させることが可能なボイスコイルモータと、
を備え、
　前記可動部は、前記固定部の内周に摺動可能な可動側摺動面を有し、
　前記可動部の前記軸方向において、前記可動側摺動面の最も物体側の位置から最も像側
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の位置までの距離が、前記固定部が保持する物体側固定レンズ群の射出面から前記固定部
が保持する像側固定レンズ群の入射面までの距離よりも長い
ことを特徴とする。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明にかかる実施形態によれば、ボイスコイルモータを用いて可動部を進退駆動する
小型化及び軽量化された光学ユニット及び内視鏡を提供することが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】第１実施形態の光学ユニットを示す断面図である。
【図２】図１のII－II断面図である。
【図３】図１のIII－III断面図である。
【図４】第１実施形態の光学ユニットの固定部本体を示す図である。
【図５】第１実施形態の光学ユニットの前枠部を示す図である。
【図６】第１実施形態の光学ユニットの後枠部を示す図である。
【図７】第１実施形態の光学ユニットの可動部を示す図である。
【図８】図２のVIII－VIII断面図で、ボイスコイルモータのみを示した断面図である。
【図９】図２のボイスコイルモータのみを示した断面図である。
【図１０】第２実施形態の光学ユニットを示す図である。
【図１１】第２実施形態の光学ユニットの固定部本体を示す図である。
【図１２】第３実施形態の光学ユニットを示す図である。
【図１３】第３実施形態の光学ユニットの固定部本体を示す図である。
【図１４】第４実施形態の光学ユニットを示す図である。
【図１５】第４実施形態の光学ユニットの固定部本体を示す図である。
【図１６】第５実施形態の光学ユニットを示す図である。
【図１７】第５実施形態の移動後の光学ユニットを示す図である。
【図１８】第５実施形態の光学ユニットの可動部を示す図である。
【図１９】第５実施形態の光学ユニットの後枠部を示す図である。
【図２０】第６実施形態の光学ユニットを示す図である。
【図２１】第７実施形態の光学ユニットを示す図である。
【図２２】図２１のXXII－XXII断面図である。
【図２３】本実施形態の撮像装置を備えた内視鏡の一例を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　以下、本実施形態の光学ユニットについて説明する。
【００１０】
　図１は、第１実施形態の光学ユニットを示す断面図である。図２は、図１のII－II断面
図である。図３は、図１のIII－III断面図である。なお、図１は、図２のI－I断面図でも
ある。
【００１１】
　本実施形態の光学ユニット１は、図２及び図３に示すように、固定部２と、固定部２に
対して移動可能で可動レンズ群Ｇｖを保持する可動部３と、固定部２に対して可動部３を
移動させる駆動力を発生するボイスコイルモータ１０と、を備える。
【００１２】
　第１実施形態の光学ユニット１では、固定部２は、固定部本体２０と、可動レンズ群Ｇ
ｖよりも物体側の物体側固定レンズ群Ｇｆを保持し固定部本体２０の物体側に取り付けら
れた前枠部４と、可動レンズ群Ｇｖよりも像側の像側固定レンズ群Ｇｂを保持し固定部本
体２０の像側に取り付けられた後枠部５と、を含む。
【００１３】
　図４は、第１実施形態の光学ユニットの固定部本体を示す図である。
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【００１４】
　固定部本体２０は、図３に示すように、少なくとも一部が所定の軸Ｃを中心とした筒形
状の部材からなる。第１実施形態の固定部本体２０は、軸Ｃを中心とした筒部２１と、筒
部２１の軸方向の物体側に形成された物体側肉厚部２２及び像側肉厚部２３と、を有する
。
【００１５】
　筒部２１は、一部に肉抜き部２１ａが形成される。第１実施形態では、筒部２１の軸Ｃ
を中心として９０°毎に４つの肉抜き部２１ａが形成される。肉抜き部２１ａを除いた筒
部２１の径方向内側の面は筒状のシリンドリカル面であって、可動部３を案内支持する固
定側摺動面２４となっている。したがって、固定側摺動面２４は、肉抜き部２１ａにより
、周方向に分割された形状になっている。
【００１６】
　物体側肉厚部２２は、筒部２１よりも径方向外側及び径方向内側に突出して形成される
。像側肉厚部２３は、筒部２１よりも径方向外側に突出して形成される。像側肉厚部２３
の径方向内側の固定側摺動面２４には、溝２３ｃが形成されている。可動部３を組み付け
る時に、後述する磁石１２がこの溝２３ｃを通過する。したがって、固定部本体２０に対
して可動部３を円滑に組み立てることが可能となる。なお、各肉厚部２２，２３は、筒部
２１とは別体に形成され、組立時に取り付けられる構造としてもよい。
【００１７】
　図５は、第１実施形態の光学ユニットの前枠部を示す図である。
【００１８】
　前枠部４は、外周部４１と内周部４２とを有する筒状の部材である。外周部４１は、第
１外周部４１ａ、第２外周部４１ｂ、及び、外周側凸部４１ｃを有する。内周部４２は、
第１内周部４２ａ、第２内周部４２ｂ、及び、内周側凸部４２ｃを有する。
【００１９】
　第１外周部４１ａは第２外周部４１ｂよりも大径である。第１外周部４１ａと第２外周
部４１ｂの間には、径方向外側に突出した最も大径の外周側凸部４１ｃを有する。第１内
周部４２ａは第２内周部４２ｂよりも大径である。第１内周部４２ａと第２内周部４２ｂ
の間には、径方向内側に突出した最も小径の内周側凸部４２ｃを有する。
【００２０】
　前枠部４には、物体側固定レンズ群Ｇｆが保持される。例えば、第１実施形態では、前
枠部４は、第１内周部４２ａに前第１レンズＬｆ１、第２内周部４２ｂに前第２レンズＬ
ｆ２を保持する。また、前第１レンズＬｆ１の像側及び前第２レンズＬｆ２の物体側は、
凸部４２ｃに接触して保持されることが好ましい。
【００２１】
　前枠部４は、第２外周部４１ｂが固定部本体２０の物体側肉厚部２２の内周面２２ａに
接触しながら、固定部本体２０の物体側の端面２２ｂが第２外周部４１ｂと外周側凸部４
１ｃとの段部４１ｄに接触するまで挿入される。
【００２２】
　図６は、第１実施形態の光学ユニットの後枠部を示す図である。
【００２３】
　後枠部５は、外周部５１と内周部５２とを有する筒状の部材である。外周部５１は、第
１外周部５１ａ、第２外周部５１ｂ、及び、第３外周部５１ｃを有する。内周部５２は、
第１内周部５２ａ、第２内周部５２ｂ、及び、内周側凸部５２ｃを有する。
【００２４】
　第１外周部５１ａは第２外周部５１ｂよりも小径であり、第２外周部５１ｂは第３外周
部５１ｃよりも小径である。第１内周部５２ａは第２内周部５２ｂよりも小径である。第
１内周部５２ａの最も物体側の端部には、径方向内側に突出した最も小径の内周側凸部５
２ｃを有する。
【００２５】
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　後枠部５には、像側固定レンズ群Ｇｂが保持される。例えば、第１実施形態では、後枠
部５は、第１内周部５２ａに後第１レンズＬｂ１及び後第２レンズＬｂ２を保持する。ま
た、前第１レンズＬｆ１の物体側は、内周側凸部５２ｃに接触して保持されることが好ま
しい。
【００２６】
　後枠部５は、第２外周部５１ｂが固定部本体２０の像側肉厚部２３の固定側摺動面２４
に接触しながら、固定部本体２０の像側の端面２３ａが第２外周部５１ｂと第３外周部５
１ｃとの段部５１ｄに接触するまで挿入される。
【００２７】
　図７は、第１実施形態の光学ユニットの可動部を示す図である。
【００２８】
　第１実施形態の可動部３は、図７に示すように、所定の軸Ｃを中心とし、外周部３１と
内周部３２を有する筒形状の部材からなる。
【００２９】
　可動部３の外周部３１は、筒部３１ａと、筒部３１ａの軸Ｃ方向の両端部に形成され、
筒部３１ａよりも外周の径が大きい突縁部３１ｂと、突縁部３１ｂの外周面からなる可動
側摺動面３１ｃと、突縁部３１ｂの径方向外側の一部に形成された平面部３１ｄと、軸Ｃ
方向で両端の平面部３１ｄの間で筒部３１ａよりも径方向内側に形成される段差部３１ｅ
と、軸方向で段差部３１ｅの間に形成され筒部３１ａの表面を切り欠いた切欠部３１ｆと
、を有する。可動部３の筒部３１ａと突縁部３１ｂは、別体の部材を組み立てる構成でも
よい。
【００３０】
　可動部３の内周部３２は、第１内周部３２ａ、第２内周部３２ｂ、第３内周部３２ｃ、
及び、凸部３２ｄを有する。第２内周部３２ｂは第１内周部３２ａ及び第３内周部３２ｃ
よりも小径である。第２内周部３２ｂと第３内周部３２ｃの間には、径方向内側に突出し
た最も小径の内周側凸部３２ｄを有する。
【００３１】
　可動部３には、可動レンズ群Ｇｖが保持される。例えば、第１実施形態では、可動部３
は、第２内周部３２ｂに可動レンズＬｖを保持する。また、可動レンズＬｖの像側は、内
周側凸部３２ｄに接触して保持されることが好ましい。
【００３２】
　可動部３は、突縁部３１ｂの外周面が固定部本体２０の固定側摺動面２４と摺動する可
動側摺動面３１ｃを構成し、可動側摺動面３１ｃが固定側摺動面２４と接触しながら固定
部本体２０に挿入される。また、第１実施形態では、図２及び図３に示すように、可動部
３の第３内周部３２ｃの径方向内側に後枠部５の第１外周部５１ａが対向するように挿入
される。すなわち、像側固定レンズ群Ｇｂの少なくとも一部が可動部３の第３内周部３２
ｃの径方向内側に存在する。また、可動部３が最も物体側に移動した場合、物体側固定レ
ンズ群Ｇｆの少なくとも一部が可動部３の第１内周部３２ａの径方向内側に存在する。
【００３３】
　第１実施形態の光学ユニット１では、図３に示すように、軸Ｃ方向で、可動部３の可動
側摺動面３１ｃの最も物体側の位置から最も像側の位置までの距離Ｌ１が、固定部２の前
枠部４が保持する物体側固定レンズ群Ｇｆの射出面から、固定部２の後枠部５が保持する
像側固定レンズ群Ｇｂの入射面までの距離Ｌ２よりも長い。なお、可動部３の可動側摺動
面３１ｃの最も物体側の位置から最も像側の位置までの距離には、面取り部分を含まない
。
【００３４】
　このように構成することにより、軸Ｃ方向に小型化することが可能となる。また、可動
部３の傾きを抑制することができ、径方向にも小型化することが可能となる。
【００３５】
　図２に示すように、ボイスコイルモータ１０は、固定部２の固定部本体２０に配置され
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たコイル１１と、コイル１１に対向するように可動部３に配置された磁石１２と、を有す
る。
【００３６】
　図３に示すように、本実施形態のコイル１１は、固定部本体２０の筒部２１の外周に巻
かれる第１コイル１１ａと、第１コイル１１ａの軸Ｃ方向に並んで、固定部本体２０の筒
部２１の外周に巻かれる第２コイル１１ｂと、を有する。なお、コイル１１は、予め巻か
れたものを後から配設してもよい。軸Ｃ方向に隣り合う第１コイル１１ａと第２コイル１
１ｂは、直列で接続されることが好ましいが、並列に接続されてもよい。図１及び図２に
示すように、第１コイル１１ａと第２コイル１１ｂは、それぞれ固定部本体２０の肉抜き
部２１ａに対応する平面１１ａｐ，１１ｂｐを有する。すなわち、第１コイル１１ａと第
２コイル１１ｂは、それぞれ周方向に平面部１１ａｐ，１１ｂｐと円筒部１１ａｔ，１１
ｂｔとが交互に配置される。
【００３７】
　図１及び図２に示すように、磁石１２は、第１コイル１１ａと第２コイル１１ｂの平面
部１１ａｐ，１１ｂｐの内側に対向するように、軸中心に対して９０°毎に、可動部３の
段差部３１ｅに第１磁石１２ａと第２磁石１２ｂがそれぞれ軸方向に並べて配置される。
そのため、第１磁石１２ａと第２磁石１２ｂを安定して設置することができ、安定した磁
界が形成され、固定部２に対して移動する可動部３のブレを抑制することが可能となる。
【００３８】
　また、第１コイル１１ａと第２コイル１１ｂの軸Ｃ方向の幅の合計は、第１磁石１２ａ
と第２磁石１２ｂの軸Ｃ方向の幅よりも長くし、可動部３の移動範囲内で第１磁石１２ａ
と第２磁石１２ｂが常に第１コイル１１ａと第２コイル１１ｂの軸Ｃ方向の幅内にそれぞ
れ存在するように設定することが好ましい。
【００３９】
　なお、本実施形態では、軸Ｃを中心として９０°毎に磁石１２を設置したが、９０°に
限らず、他の角度で複数設置されてもよい。
【００４０】
　図８は、図１のVIII－VIII断面図で、ボイスコイルモータのみを示した断面図である。
図９は、図２のボイスコイルモータのみを示した断面図である。
【００４１】
　本実施形態では、磁石１２は、軸Ｃ方向に第１磁石１２ａの組と第２磁石１２ｂの組が
それぞれ並列に離間して配置されている。第１磁石１２ａの組と第２磁石１２ｂの組は、
それぞれ径方向に着磁され、磁極が互いに逆向きであることが好ましい。例えば、第１磁
石１２ａは、第１コイル１１ａ側をＮ極、その反対側をＳ極とし、第２磁石１２ｂは、第
２コイル１１ｂ側をＳ極、その反対側をＮ極とする。すなわち、図８及び図９に示すよう
に、各磁石１２の磁気分極方向を各白抜き矢印Ａのように、軸Ｃに対して直交する方向に
設定することが好ましい。また、コイル１１は、第１磁石１２ａの組と第２磁石１２ｂの
組の間で巻き回し方向が反転することが好ましい。例えば、図８に示すように、第１コイ
ル１１ａを矢印Ｂの方向に巻いた場合、第２コイル１１ｂは逆方向に巻けばよい。或いは
、第１コイル１１ａと第２コイル１１ｂの巻き回し方向は同一とし、電流方向が逆になる
ように第１コイル１１ａと第２コイル１１ｂが接続されていてもよい。例えば、図８に示
すように、第１コイル１１ａを矢印Ｂの方向に電流を流した場合、第２コイル１１ｂは矢
印Ｂの逆方向に電流が流れるようになっていればよい。
【００４２】
　このように、本実施形態では、第１コイル１１ａの巻かれた固定部本体２０の径方向内
側に、それぞれ第１コイル１１ａに対向して第１磁石１２ａを設置した可動部３が配置さ
れる。したがって、第１コイル１１ａの平面部１１ａｐは、それぞれ第１磁石１２ａの径
方向の外側の面１２１ａに直交する方向の磁界の中に存在する。なお、第２磁石１２ｂも
同様に構成される。したがって、駆動効率が向上し、可動部３を迅速に移動させることが
可能となる。また、第１磁石１２ａ及び第２磁石１２ｂの径方向の外側の面１２１ａ，１
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２１ｂを平面で形成することで、容易に組み立てることが可能となる。
【００４３】
　このような構造の光学ユニット１のコイル１１に電流を流すと、磁石１２の磁界の影響
によって、可動部３に軸Ｃ方向の力が発生し、固定部２に対して可動部３が軸Ｃの方向に
移動する。例えば、第１コイル１１ａ及び第２コイル１１ｂに流す電流を制御することに
よって、可動部３は、固定部２に対して移動することが可能となる。なお、可動部３が移
動している状態でも磁石１２の径方向の外側の面は、固定部本体２０の肉抜き部２１ａ内
に配置される。
【００４４】
　また、図３に示すように、可動部３の突縁部３１ｂの外周面は固定部本体２０の固定側
摺動面２４に接触する可動側摺動面３１ｃを構成する。固定部本体２０の固定側摺動面２
４と可動部３の可動側摺動面３１ｃを接触させることで、固定部本体２０に対して可動部
３を常に接触した状態で移動させることができ、固定部２に対する可動部３の傾斜を抑制
することができ、可動部３を的確に移動させることが可能となる。
【００４５】
　さらに、光学ユニット１は、軸Ｃに対して対称に形成されることが好ましい。固定部本
体２０の固定側摺動面２４と可動部３の可動側摺動面３１ｃを接触させる構造に加えて、
光学ユニット１全体を軸Ｃに対して対称に形成することで、重心を軸Ｃ上に配置すること
ができ、固定部２に対する可動部３の傾斜をさらに抑制することが可能となる。
【００４６】
　このように、本実施形態の光学ユニット１は、小型で軽量に形成することができ、駆動
効率が向上し、可動部３を迅速に作動させることが可能となる。また、作動中も固定部本
体２０の固定側摺動面２４と可動部３の可動側摺動面３１ｃが接触することで、固定部２
に対する可動部３の傾斜を抑制することができ、可動部３を的確に移動させることが可能
となる。
【００４７】
　次に、第２実施形態の光学ユニットについて説明する。
【００４８】
　図１０は、第２実施形態の光学ユニットを示す図である。図１１は、第２実施形態の光
学ユニットの固定部本体を示す図である。
【００４９】
　第２実施形態の光学ユニット１は、第１実施形態の前枠部４を固定部本体２０と一体に
形成した構造を有する。例えば、第２実施形態では、固定部本体２０の物体側肉厚部２２
を物体側に延長し、物体側肉厚部２２の径方向内側に第１内周部２２ｃ、第２内周部２２
ｄ、及び、凸部２２ｅを形成する。第１内周部２２ｃは第２内周部２２ｄよりも大径であ
る。第１内周部２２ｃと第２内周部２２ｄの間には、径方向内側に突出した最も小径の凸
部２２ｅを有する。
【００５０】
　物体側肉厚部２２には、物体側固定レンズ群Ｇｆが保持される。例えば、第２実施形態
では、物体側肉厚部２２は、第１内周部２２ｃに前第１レンズＬｆ１、第２内周部２２ｄ
に前第２レンズＬｆ２を保持する。また、前第１レンズＬｆ１の像側及び前第２レンズＬ
ｆ２の物体側は、凸部２２ｅに接触して保持されることが好ましい。
【００５１】
　可動部３は、突縁部３１ｂの外周面が固定部本体２０の固定側摺動面２４と摺動する可
動側摺動面３１ｃを構成し、可動側摺動面３１ｃが固定側摺動面２４と接触しながら固定
部本体２０に挿入される。また、第２実施形態では、可動部３の第３内周部３２ｃの径方
向内側に後枠部５の第１外周部５１ａが対向するように挿入される。すなわち、像側固定
レンズ群Ｇｂの少なくとも一部が可動部３の第３内周部３２ｃの径方向内側に存在する。
また、可動部３が最も物体側に移動した場合、物体側固定レンズ群Ｇｆの少なくとも一部
が可動部３の第１内周部３２ａの径方向内側に存在する。
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【００５２】
　第２実施形態の光学ユニット１では、図１０に示すように、軸Ｃ方向で、可動部３の可
動側摺動面３１ｃの最も物体側の位置から最も像側の位置までの距離Ｌ１が、固定部２の
物体側肉厚部２２が保持する物体側固定レンズ群Ｇｆの射出面から、固定部２の後枠部５
が保持する像側固定レンズ群Ｇｂの入射面までの距離Ｌ２よりも長い。なお、可動部３の
可動側摺動面３１ｃの最も物体側の位置から最も像側の位置までの距離には、面取り部分
を含まない。
【００５３】
　このように構成することにより、軸Ｃ方向に小型化することが可能となる。また、可動
部３の傾きを抑制することができ、径方向にも小型化することが可能となる。さらに、前
枠部４を設けることがないので、部品点数及び組み立て工程を少なくすることができ、低
コスト化することが可能となる。
【００５４】
　次に、第３実施形態の光学ユニットについて説明する。
【００５５】
　図１２は、第３実施形態の光学ユニットを示す図である。図１３は、第３実施形態の光
学ユニットの固定部本体を示す図である。
【００５６】
　第３実施形態の光学ユニット１は、第１実施形態の後枠部５を固定部本体２０と一体に
形成した構造を有する。例えば、第３実施形態では、固定部本体２０の像側肉厚部２３を
像側に延長し、像側肉厚部２３の径方向内側に第１内周部２３ｄ、内側筒状部２３ｅ、及
び、軸方向凹部２３ｆを形成する。
【００５７】
　第１内周部２３ｄは、像側肉厚部２３の径方向内側に突出して形成される。内側筒状部
２３ｅは、第１内周部２３ｄから軸方向物体側に延びる筒状の部分である。像側肉厚部２
３の内側筒状部２３ｅには、像側固定レンズ群Ｇｂが保持される。例えば、第３実施形態
では、像側肉厚部２３は、内側筒状部２３ｅに後第１レンズＬｂ１及び後第２レンズＬｂ
２を保持する。軸方向凹部２３ｆは、内側筒状部２３ｅの径方向外側と固定側摺動面２４
との間に形成され、可動部３の一部が挿入される。第１内周部２３ｄの像側には第１内周
部２３ｄよりも大径の第２内周部２３ｇが形成される。第２内周部２３ｇには、センサ等
を取り付けることが可能である。また、物体側肉厚部２２の径方向内側の固定側摺動面２
４には、溝２２ｆが形成されている。可動部３を組み付ける時に、後述する磁石１２がこ
の溝２２ｆを通過する。
【００５８】
　可動部３は、突縁部３１ｂの外周面が固定部本体２０の固定側摺動面２４と摺動する可
動側摺動面３１ｃを構成し、可動側摺動面３１ｃが固定側摺動面２４と接触しながら固定
部本体２０に挿入される。また、第３実施形態では、可動部３の第３内周部３２ｃの径方
向内側に固定部本体２０の内側筒状部２３ｅが対向するように挿入される。すなわち、像
側固定レンズ群Ｇｂの少なくとも一部が可動部３の第３内周部３２ｃの径方向内側に存在
する。また、可動部３が最も物体側に移動した場合、物体側固定レンズ群Ｇｆの少なくと
も一部が可動部３の第１内周部３２ａの径方向内側に存在する。
【００５９】
　第３実施形態の光学ユニット１では、図１２に示すように、軸Ｃ方向で、可動部３の可
動側摺動面３１ｃの最も物体側の位置から最も像側の位置までの距離Ｌ１が、固定部２の
前枠部４が保持する物体側固定レンズ群Ｇｆの射出面から、固定部２の像側肉厚部２３の
内側筒状部２３ｅが保持する像側固定レンズ群Ｇｂの入射面までの距離Ｌ２よりも長い。
なお、可動部３の可動側摺動面３１ｃの最も物体側の位置から最も像側の位置までの距離
には、面取り部分を含まない。
【００６０】
　このように構成することにより、軸Ｃ方向に小型化することが可能となる。また、可動
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部３の傾きを抑制することができ、径方向にも小型化することが可能となる。さらに、後
枠部５を設けることがないので、部品点数及び組み立て工程を少なくすることができ、低
コスト化することが可能となる。
【００６１】
　次に、第４実施形態の光学ユニットについて説明する。
【００６２】
　図１４は、第４実施形態の光学ユニットを示す図である。図１５は、第４実施形態の光
学ユニットの固定部本体を示す図である。
【００６３】
　第４実施形態の光学ユニット１は、第１実施形態の前枠部４及び後枠部５を固定部本体
２０と一体に形成した構造を有する。
【００６４】
　例えば、第４実施形態では、固定部本体２０の物体側肉厚部２２を物体側に延長し、物
体側肉厚部２２の径方向内側に第１内周部２２ｃ及び段部２２ｇを形成する。第１内周部
２２ｃは、固定側摺動部２４よりも大径である。段部２２ｇは、第１内周部２２ｃと固定
側摺動部２４の間に形成される。物体側肉厚部２２には、物体側固定レンズ群Ｇｆが保持
される。例えば、第４実施形態では、物体側肉厚部２２は、第１内周部２２ｃに前第１レ
ンズＬｆ１と前第２レンズＬｆ２の接合レンズを保持する。また、前第１レンズＬｆ１の
像側は、段部２２ｇに接触して保持されることが好ましい。
【００６５】
　また、例えば、第４実施形態では、固定部本体２０の像側肉厚部２３を像側に延長し、
像側肉厚部２３の径方向内側に第１内周部２３ｄ、内側筒状部２３ｅ、及び、軸方向凹部
２３ｆを形成する。
【００６６】
　第１内周部２３ｄは、像側肉厚部２３の径方向内側に突出して形成される。内側筒状部
２３ｅは、第１内周部２３ｄから軸方向物体側に延びる筒状の部分である。像側肉厚部２
３の内側筒状部２３ｅには、像側固定レンズ群Ｇｂが保持される。例えば、第４実施形態
では、像側肉厚部２３は、内側筒状部２３ｅに後第１レンズＬｂ１及び後第２レンズＬｂ
２を保持する。軸方向凹部２３ｆは、内側筒状部２３ｅの径方向外側と固定側摺動面２４
との間に形成され、可動部３の一部が挿入される。第１内周部２３ｄの像側には第１内周
部２３ｄよりも大径の第２内周部２３ｇが形成される。第２内周部２３ｇには、センサ等
を取り付けることが可能である。
【００６７】
　可動部３は、突縁部３１ｂの外周面が固定部本体２０の固定側摺動面２４と摺動する可
動側摺動面３１ｃを構成し、可動側摺動面３１ｃが固定側摺動面２４と接触しながら固定
部本体２０に挿入される。また、第４実施形態では、可動部３の第３内周部３２ｃの径方
向内側に固定部本体２０の内側筒状部２３ｅが対向するように挿入される。すなわち、像
側固定レンズ群Ｇｂの少なくとも一部が可動部３の第３内周部３２ｃの径方向内側に存在
する。また、可動部３が最も物体側に移動した場合、物体側固定レンズ群Ｇｆの少なくと
も一部が可動部３の第１内周部３２ａの径方向内側に存在する。
【００６８】
　第４実施形態の光学ユニット１では、図１４に示すように、軸Ｃ方向で、可動部３の可
動側摺動面３１ｃの最も物体側の位置から最も像側の位置までの距離Ｌ１が、固定部２の
第１内周部２２ｃが保持する物体側固定レンズ群Ｇｆの射出面から、固定部２の像側肉厚
部２３の内側筒状部２３ｅが保持する像側固定レンズ群Ｇｂの入射面までの距離Ｌ２より
も長い。なお、可動部３の可動側摺動面３１ｃの最も物体側の位置から最も像側の位置ま
での距離には、面取り部分を含まない。
【００６９】
　このように構成することにより、軸Ｃ方向に小型化することが可能となる。また、可動
部３の傾きを抑制することができ、径方向にも小型化することが可能となる。さらに、前
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枠部４と後枠部５を設けることがないので、部品点数及び組み立て工程を少なくすること
ができ、低コスト化することが可能となる。
【００７０】
　次に、第５実施形態の光学ユニットについて説明する。
【００７１】
　図１６は、第５実施形態の光学ユニットを示す図で、可動部３が最も物体側に位置する
図である。図１７は、第５実施形態の移動後の光学ユニットを示す図で、可動部３が最も
像側に位置する図である。図１８は、第５実施形態の光学ユニットの可動部を示す図であ
る。図１９は、第５実施形態の光学ユニットの後枠部を示す図である。
【００７２】
　第５実施形態の光学ユニット１は、図１６に示すように、固定部２と、固定部２に対し
て移動可能で可動レンズ群Ｇｖを保持する可動部３と、固定部２に対して可動部３を移動
させる駆動力を発生するボイスコイルモータ１０と、を備える。
【００７３】
　第５実施形態の光学ユニット１では、固定部２は、固定部本体２０と、可動レンズ群Ｇ
ｖよりも物体側の物体側固定レンズ群Ｇｆを保持し固定部本体２０の物体側に取り付けら
れた前枠部４と、固定部本体２０の像側に取り付けられた後枠部５と、を含む。第５実施
形態の光学ユニット１は、後枠部５にレンズ群を保持しない。
【００７４】
　可動部３の外周部３１は、筒部３１ａと、筒部３１ａの軸Ｃ方向の両端部に形成され、
筒部３１ａよりも外周の径が大きい突縁部３１ｂと、突縁部３１ｂの外周面からなる可動
側摺動面３１ｃと、突縁部３１ｂの径方向外側の一部に形成された平面部３１ｄと、軸Ｃ
方向で両端の平面部３１ｄの間で筒部３１ａよりも径方向内側に形成される段差部３１ｅ
と、軸方向で段差部３１ｅの間に形成され筒部３１ａの表面を切り欠いた切欠部３１ｆと
、を有する。可動部３の筒部３１ａと突縁部３１ｂは、別体の部材を組み立てる構成でも
よい。
【００７５】
　可動部３の内周部３２は、第１内周部３２ａ、第２内周部３２ｂ、及び、凸部３２ｄを
有する。第２内周部３２ｂは第１内周部３２ａよりも小径である。第２内周部３２ｂの像
側には、径方向内側に突出した最も小径の凸部３２ｄを有する。
【００７６】
　可動部３には、可動レンズ群Ｇｖが保持される。例えば、第５実施形態では、可動部３
は、第２内周部３２ｂに可動レンズＬｖを保持する。また、可動レンズＬｖの像側は、凸
部３２ｄに接触して保持されることが好ましい。
【００７７】
　可動部３は、突縁部３１ｂの外周面が固定部本体２０の固定側摺動面２４と摺動する可
動側摺動面３１ｃを構成し、可動側摺動面３１ｃが固定側摺動面２４と接触しながら固定
部本体２０に挿入される。また、第５実施形態では、図１６及び図１７に示すように、可
動部３の第１内周部３２ａの径方向内側に前第２レンズＬｆ２が対向するように挿入され
る。すなわち、物体側固定レンズ群Ｇｆの少なくとも一部が可動部３の第１内周部３２ａ
の径方向内側に存在する。
【００７８】
　第５実施形態の光学ユニット１では、図１６及び図１７に示すように、軸Ｃ方向で、可
動部３の可動側摺動面３１ｃの最も物体側の位置から最も像側の位置までの距離Ｌ１が、
固定部２の前枠部４が保持する物体側固定レンズ群Ｇｆの射出面から、可動部３が保持す
る可動レンズ群Ｇｖの入射面までの距離Ｌ３よりも長い。なお、可動部３の可動側摺動面
３１ｃの最も物体側の位置から最も像側の位置までの距離には、面取り部分を含まない。
【００７９】
　このように構成することにより、軸Ｃ方向に小型化することが可能となる。また、可動
部３の傾きを抑制することができ、径方向にも小型化することが可能となる。
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【００８０】
　また、可動部３は、図１６に示す最も物体側の位置にある場合、一方の突縁部３１ｂが
前枠部４に接触し、図１７に示す最も像側の位置にある場合、他方の突縁部３１ｂが後枠
部５に接触する。
【００８１】
　したがって、可動範囲を最大限まで大きく設定可能となる。また、可動範囲端では、前
枠部４及び後枠部５に接触するので、容易に位置決めすることが可能となる。
【００８２】
　さらに、図１９に示す後枠部５は、センサ等を保持することができ、スペースを有効に
利用することが可能となる。
【００８３】
　次に、第６実施形態の光学ユニットについて説明する。
【００８４】
　図２０は、第６実施形態の光学ユニットを示す図である。
【００８５】
　第６実施形態の光学ユニット１は、第５実施形態の前枠部４を固定部本体２０と一体に
形成した構造を有する。例えば、第６実施形態では、固定部本体２０の物体側肉厚部２２
を物体側に延長し、物体側肉厚部２２の径方向内側に第１内周部２２ｃ、第２内周部２２
ｄ、及び、凸部２２ｅを形成する。第１内周部２２ｃは第２内周部２２ｄよりも大径であ
る。第１内周部２２ｃと第２内周部２２ｄの間には、径方向内側に突出した最も小径の凸
部２２ｅを有する。ここで、第６実施形態の光学ユニット１の固定部２の固定部本体２０
は、図１１に示した第２実施形態の固定部本体２０と同様の構造であり、後枠部５は、図
１９に示した第５実施形態の後枠部５と同様の構造である。また、可動部３は、図１８に
示した第５実施形態の可動部３と同様の構造である。
【００８６】
　物体側肉厚部２２には、物体側固定レンズ群Ｇｆが保持される。例えば、第６実施形態
では、物体側肉厚部２２は、第１内周部２２ｃに前第１レンズＬｆ１、第２内周部２２ｄ
に前第２レンズＬｆ２を保持する。また、前第１レンズＬｆ１の像側及び前第２レンズＬ
ｆ２の物体側は、凸部２２ｅに接触して保持されることが好ましい。
【００８７】
　可動部３は、突縁部３１ｂの外周面が固定部本体２０の固定側摺動面２４と摺動する可
動側摺動面３１ｃを構成し、可動側摺動面３１ｃが固定側摺動面２４と接触しながら固定
部本体２０に挿入される。また、第６実施形態では、図２０に示すように、可動部３の第
１内周部３２ａの径方向内側に前第２レンズＬｆ２が対向するように挿入される。すなわ
ち、物体側固定レンズ群Ｇｆの少なくとも一部が可動部３の第１内周部３２ａの径方向内
側に存在する。
【００８８】
　第６実施形態の光学ユニット１では、図２０に示すように、軸Ｃ方向で、可動部３の可
動側摺動面３１ｃの最も物体側の位置から最も像側の位置までの距離Ｌ１が、固定部２の
物体側肉厚部２２が保持する物体側固定レンズ群Ｇｆの射出面から、可動部３が保持する
可動レンズ群Ｇｖの入射面までの距離Ｌ３よりも長い。なお、可動部３の可動側摺動面３
１ｃの最も物体側の位置から最も像側の位置までの距離には、面取り部分を含まない。
【００８９】
　このように構成することにより、軸Ｃ方向に小型化することが可能となる。また、可動
部３の傾きを抑制することができ、径方向にも小型化することが可能となる。さらに、前
枠部４を設けることがないので、部品点数及び組み立て工程を少なくすることができ、低
コスト化することが可能となる。
【００９０】
　次に、第７実施形態の光学ユニットについて説明する。
【００９１】
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　図２１は、第７実施形態の光学ユニットを示す図である。図２２は、図２１のXXII－XX
II断面図である。なお、図２１は、図２２のXXI－XXI断面図でもある。
【００９２】
　第７実施形態の光学ユニット１は、第５実施形態の光学ユニット１の構造に加えて、図
２２に示すように、磁気を検出する磁気検出器１３と、磁気検出器１３で検出した磁気に
応じて駆動電流を制御する駆動制御部１６と、を備える。
【００９３】
　磁気検出器１３は、例えば、ホール素子や磁気抵抗効果素子（ＭＲ素子）等からなり、
磁気を検出することが可能である。磁気検出器１３は、支持部材１４によってコイル１１
の径方向外側に対向して少なくとも１つ設置される。なお、コイル１１と磁気検出器１３
の間に接着材１５等を充填し支持してもよい。磁気検出器１３は、ケーブルを介して駆動
制御部１６に接続される。なお、磁気検出器１３は、無線で駆動制御部１６に接続されて
もよい。
【００９４】
　光学ユニット１は、可動部３の段差部３１ｅに磁石１２が配置される。そして、磁気検
出器１３は、磁石１２が相対的に軸Ｃの方向に移動することによって生じる磁界の変化を
検出する。駆動制御部１６は、磁気検出部１３によって検出された磁界の変化に基づいて
、磁石１２の位置、すなわち可動部３の位置を算出する。その後、駆動制御部１６は、目
標位置と算出した磁石の位置の差に応じてコイル１１に電流を流す。
【００９５】
　図２３は、本実施形態の撮像装置８０を備えた内視鏡９０の一例を示す図である。
【００９６】
　本実施形態の内視鏡９０は、人体等の被検体内に導入可能であって、被検体内の所定の
観察部位を光学的に撮像する。なお、内視鏡９０が導入される被検体は、人体に限らず、
他の生体でもよく、機械、建造物等の人工物でもよい。
【００９７】
　内視鏡９０は、被検体の内部に導入される挿入部９１と、挿入部９１の基端に位置する
操作部９２と、操作部９２から延出される複合ケーブルとしてのユニバーサルケーブル９
３と、を備える。
【００９８】
　挿入部９１は、先端に配設される先端部９１ａ、先端部９１ａの基端側に配設される湾
曲自在な湾曲部９１ｂ、及び湾曲部９１ｂの基端側に配設されて操作部９２の先端側に接
続され可撓性を有する可撓管部９１ｃを有する。先端部９１ａには、撮像装置８０が内蔵
されている。なお、内視鏡９０は、挿入部９１に可撓管部９１ｃを有しない硬性内視鏡で
もよい。
【００９９】
　操作部９２は、湾曲部９１ｂの湾曲状態を操作するアングル操作部９２ａと、前述した
ボイスコイルモータ１０の作動を指示し、撮像装置８０のズーム作動を行うズーム操作部
９２ｂと、を有する。アングル操作部９２ａはノブ形状で形成され、ズーム操作部９２ｂ
はレバー形状で形成されているが、それぞれボリュームスイッチ、プッシュスイッチ等の
他の形式であってもよい。
【０１００】
　ユニバーサルコード９３は、操作部９２と外部装置９４とを接続する部材である。外部
装置９４とは、コネクタ９３ａを介して接続される。外部装置９４は、湾曲部９１ｂの湾
曲状態を制御する駆動制御部９４ａ、撮像装置８０を制御する画像制御部９４ｂ、及び図
示しない光源部及び光源部を制御する光源制御部９４ｃ等を有する。
【０１０１】
　挿入部９１、操作部９２、及びユニバーサルコード９３には、ワイヤ、電気線及び光フ
ァイバ等のケーブル９５が挿通される。ワイヤは、外部装置９４に配設された駆動制御部
９４ａと操作部９２及び湾曲部９１ｂとを接続する。電気線は、撮像装置８０と操作部９
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２及び画像制御部９４ｂとを電気的に接続する。光ファイバは、光源と操作部９２及び光
源制御部９４ｃとを光学的に接続する。
【０１０２】
　駆動制御部９４ａは、アクチュエータ等からなり、ワイヤを進退させることで湾曲部９
１ｂの湾曲状態を制御する。画像制御部９４ｂは、撮像装置８０に内蔵するボイスコイル
モータ１０の駆動制御及び撮像素子が撮像した画像の処理を行う。画像制御部９４ｂが処
理した画像は、画像表示部９６に表示される。光源制御部９４ｃは、先端部９１ａから照
射される光源の明るさ等を制御する。
【０１０３】
　なお、操作部９２及び外部装置９４は、挿入部９１と別体で形成され、遠隔操作によっ
て挿入部９１を操作及び制御してもよい。
【０１０４】
　このように構成された内視鏡９０は、本実施形態の撮像装置８０を採用することで、小
型で迅速にズーム変更することができ、動画撮像に適したものとすることが可能となる。
【０１０５】
　以上、本実施形態の光学ユニット１によれば、少なくとも物体側固定レンズ群Ｇｆ及び
像側固定レンズ群Ｇｂのいずれか１つを保持し、少なくとも一部が所定の軸Ｃを中心とし
た筒形状の固定部２と、物体側固定レンズ群Ｇｆと像側固定レンズ群Ｇｂの間で可動レン
ズ群Ｇｖを保持し、固定部２の径方向内側に配置され、軸Ｃを中心とした筒形状の可動部
３と、固定部２に配置されたコイル１１、及び、可動部３に配置され軸Ｃに直交する方向
に磁気分極されたた磁石１２、によって、可動部３を固定部２に対して、軸Ｃ方向に相対
移動させることが可能なボイスコイルモータ１０と、を備え、可動部３は、固定部２の内
周に摺動可能な可動側摺動面３１ｃを有し、可動部３の軸Ｃ方向において、可動側摺動面
３１ｃの最も物体側の位置から最も像側の位置までの距離Ｌ１が、固定部２が保持する物
体側固定レンズ群Ｇｆの射出面から固定部２が保持する像側固定レンズ群Ｇｂの入射面ま
での距離よりも長いので、ボイスコイルモータ１０を用いて固定部２に対して可動部３を
進退駆動する小型化及び軽量化された光学ユニット１を提供することが可能となる。
【０１０６】
　また、本実施形態の光学ユニット１によれば、固定部２は、像側固定レンズ群Ｇｂを保
持し、固定側摺動面２４を有し、コイル１１が配置される固定部本体２０と、物体側固定
レンズ群Ｇｆを保持し、軸Ｃを中心として固定部本体２０の物体側に取り付けられる前枠
部４と、を含むので、部品点数及び組み立て工程を少なくすることができ、低コスト化す
ることが可能となる。
【０１０７】
　また、本実施形態の光学ユニット１によれば、固定部２は、物体側固定レンズ群Ｇｆを
保持し、固定側摺動面２４を有し、コイル１１が配置される固定部本体２０と、像側固定
レンズ群Ｇｂを保持し、軸Ｃを中心として固定部本体２０の像側に取り付けられる後枠部
５と、を含むので、部品点数及び組み立て工程を少なくすることができ、低コスト化する
ことが可能となる。
【０１０８】
　また、本実施形態の光学ユニット１によれば、固定部２は、固定側摺動面２４を有し、
コイル１１が配置される固定部本体２０と、物体側固定レンズ群Ｇｆを保持し、軸Ｃを中
心として固定部本体２０の物体側に取り付けられる前枠部４と、像側固定レンズ群Ｇｂを
保持し、軸Ｃを中心として固定部本体２０の像側に取り付けられる後枠部５と、を含むの
で、設計の自由度を増加させることが可能となる。
【０１０９】
　また、本実施形態の光学ユニット１によれば、固定部２は、物体側固定レンズ群Ｇｆ及
び像側固定レンズ群Ｇｂを保持し、固定側摺動面２４を有し、コイル１１が配置される固
定部本体２０を含むので、部品点数及び組み立て工程を少なくすることができ、より低コ
スト化することが可能となる。
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【０１１０】
　また、本実施形態の光学ユニット１によれば、物体側固定レンズ群Ｇｆを保持し、少な
くとも一部が所定の軸Ｃを中心とした筒形状の固定部２と、物体側固定レンズ群Ｇｆの像
側にある可動レンズ群Ｇｖを保持し、固定部２の径方向内側に配置され、軸Ｃを中心とし
た筒形状の可動部３と、固定部２に配置されたコイル１１、及び、可動部３に配置され軸
Ｃに直交する方向に磁気分極されたた磁石１２、によって、可動部３を固定部２に対して
、軸方向に相対移動させることが可能なボイスコイルモータ１０と、を備え、可動部３は
、固定部２の内周に摺動可能な可動側摺動面３１ｃを有し、可動部３の軸Ｃ方向において
、可動側摺動面３１ｃの最も物体側の位置から最も像側の位置までの距離Ｌ１が、固定部
２が保持する物体側固定レンズ群Ｇｆの射出面から可動部３が保持する可動レンズ群Ｇｂ
の入射面までの距離Ｌ３よりも長いので、ボイスコイルモータ１０を用いて固定部２に対
して可動部３を進退駆動する小型化及び軽量化された光学ユニット１を提供することが可
能となる。
【０１１１】
　また、本実施形態の光学ユニット１によれば、固定部２は、固定側摺動面２４を有し、
コイル１１が配置される固定部本体２０と、物体側固定レンズ群Ｇｆを保持し、軸Ｃを中
心として固定部本体２０の物体側に取り付けられる前枠部４と、を含むので、部品点数及
び組み立て工程を少なくすることができ、低コスト化することが可能となる。
【０１１２】
　また、本実施形態の光学ユニット１によれば、固定部２は、物体側固定レンズ群Ｇｆを
保持し、固定側摺動面２４を有し、コイル１１が配置される固定部本体２０を含むので、
部品点数及び組み立て工程を少なくすることができ、より低コスト化することが可能とな
る。
【０１１３】
　また、本実施形態の光学ユニット１によれば、コイル１１は、軸Ｃを中心に巻かれてい
るので、可動部の摺動軸とボイスコイルモータにより発生される推進力の作用軸とを同一
にすることができ、安定して駆動することが可能となる。
【０１１４】
　また、本実施形態の光学ユニット１によれば、固定部２の固定側摺動面２４は、周方向
に分割して形成されるので、簡単な構造で光学ユニット１を小型化することが可能となる
。
【０１１５】
　また、本実施形態の光学ユニット１によれば、磁石１２は、軸Ｃに対して対称に複数配
置されるので、安定して駆動力を増加させることが可能となる。
【０１１６】
　また、本実施形態の光学ユニット１によれば、磁石１２は、軸方向に隣り合う第１磁石
１２ａの組と第２磁石１２ｂの組とを有し、第１磁石１２ａの組は、同一の磁気分極方向
を有し、第２磁石１２ｂの組は、同一の磁気分極方向を有し、隣り合う第１磁石１２ａの
磁気分極方向と第２磁石１２ｂの磁気分極方向は、互いに反対方向であって、コイル１１
は、第１磁石１２ａの組に対向する第１コイル１１ａと、第２磁石１２ｂの組に対向する
第２コイル１１ｂと、を有し、第１コイル１１ａと第２コイル１１ｂは、電流を流した際
に電流方向が反転するように接続されているので、駆動力を増加させることが可能となる
。
【０１１７】
　また、本実施形態の光学ユニット１によれば、第１コイル１１ａと第２コイル１１ｂは
、軸Ｃ方向に当接しているので、より小型化することが可能となる。
【０１１８】
　また、本実施形態の光学ユニット１によれば、第１磁石１２ａと第２磁石１２ｂは、軸
Ｃ方向に離間しているので、可動部３の位置に関係なく、安定した駆動力を形成すること
が可能となる。
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　また、本実施形態の光学ユニット１によれば、第１コイル１１ａと第２コイル１１ｂの
外周面よりも径方向外側に、第１磁石１２ａと第２磁石１２ｂの磁気を検出する磁気検出
部１３と、磁気検出部１３が検出した検出値に応じてコイル１１に流れる駆動電流を制御
する制御部１６と、を備えるので、可動部３の駆動速度及び停止位置を的確に制御するこ
とが可能となる。
【０１２０】
　また、本実施形態の光学ユニット１によれば、磁気検出部１３は、固定部２に支持され
、可動部３が固定部２に対して軸Ｃ方向に相対移動することによる磁気の変化を検出する
ので、可動部３の駆動速度及び停止位置をより的確に検出することが可能となる。
【０１２１】
　さらに、本実施形態の内視鏡９０によれば、前記光学ユニット１と、光学ユニット１を
通過した光が入射する撮像素子８０と、を備えるので、小型で迅速にズーム変更すること
ができ、動画撮像に適した内視鏡とすることが可能となる。
【０１２２】
　なお、この実施形態によって本発明は限定されるものではない。すなわち、実施形態の
説明に当たって、例示のために特定の詳細な内容が多く含まれるが、当業者であれば、こ
れらの詳細な内容に色々なバリエーションや変更を加えても、本発明の範囲を超えないこ
とは理解できよう。従って、本発明の例示的な実施形態は、権利請求された発明に対して
、一般性を失わせることなく、また、何ら限定をすることもなく、述べられたものである
。
【符号の説明】
【０１２３】
１…光学ユニット
２…固定部
３…可動部
４…前枠部（固定部）
５…後枠部（固定部）
１０…ボイスコイルモータ
１１…コイル
１２…磁石
８０…撮像素子
９０…内視鏡
９１…挿入部
Ｇｆ…物体側固定レンズ群
Ｇｂ…像側固定レンズ群
Ｇｖ…可動レンズ群
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